
ベネズエラ、地震後の医療危機に直面　感染症の脅

威が迫る

ベネズエラで発生している公衆衛生上の緊急事態は、早急に収束させなければ、今後数日から数

週間のうちにさらなる犠牲者を出しかねない
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医師らは水曜日、ベネズエラを襲った壊滅的な2つの地震の余波により、治療を受けられない負傷者、感染症

、そしてすでに崩壊寸前の医療体制を特徴とする、拡大する医療危機が引き起こされるのではないかと懸念を

表明した。

6月24日に発生した地震（当局によると、少なくとも2,295人が死亡、1万1,000人以上が負傷した）の後、

数千人の避難民が、清潔な水も得られない劣悪な衛生環境下で、過密状態の避難所や屋外で寝泊まりして

いる。

援助関係者らは、地震の余波が重大な医療危機へと発展しており、早急に収束させなければ、今後数日から数

週間のうちにさらに多くの命が失われるだろうと述べた。この緊急事態は、長年の経済危機、資金不足、医師

の国外流出の結果として生じた、ベネズエラにおける慢性的な医師不足を露呈している。

「目前に迫っていると我々が懸念しているのは、災害に最も長くさらされてきた患者たちが引き起こす可能性の

ある感染症だ」と、首都カラカスにあるホスピタル・デル・オエステ・ドクター・ホセ・グレゴリオ・エルナン

デス病院の外傷科長、エウジェニオ・コバ氏は述べた。「我々はすでに複雑な外傷の時期を経験しており――こ

れは今後も発生し続けるだろう――が、現在は感染症によって事態がさらに複雑化している。」

援助関係者らはまた、インフラへの甚大な被害が、最も被害の甚大な地域での疾病の流行を助長する恐れ

があると警告している。

「非常に暑く、媒介生物による感染症の発生が懸念されています」と、国連人道問題調整事務所（OCHA）の

ラテンアメリカ・カリブ海地域担当広報官、ヴェロニク・デュルー氏は述べた。「廃棄物処理が課題となって

います。瓦礫の処理についても、被害の規模を見れば、非常に懸念されます」
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米空軍第21特殊戦飛行隊の隊員たち。写真：ロイター

米南方軍報道官のスティーブン・マクラウド氏によると、水曜日時点で、米国は救援・救助活動を支援するため

、現地に900人の軍要員を派遣している。

軍は、人道支援物資の到着を可能にするため、カラカスを結ぶ同国主要国際空港の地震で損傷した滑走路を修復

し、空路で搬送される生存者を受け入れるために沿岸沖に海軍資産を配備した。マクラウド氏によると、これら

の活動を支援するため、米国務省からさらに100人が派遣されたという。

これまでのところ、トランプ政権は援助団体や国連を通じてベネズエラに対し3億米ドルの支援を申し出てい

る。しかし、これは同国が必要とする震災後の支援のほんの一部に過ぎない。国連開発計画（UNDP）の衛星

分析によると、地震による物的損害は67億米ドル以上と推定されている。

ここ数日、捜索・救助活動を支援するため、ベネズエラと外交関係のないエクアドルやイスラエルなどの国々を

含む、さらに50の国際チームが現地に到着した。困難な状況にもかかわらず、救助隊は引き続き少数の生存者を

発見しており、火曜日には6日間閉じ込められていた幼児も救出された。

地震が発生するずっと前から、ベネズエラの公立病院は、水や電力、重要な医療機器、そして高度な訓練を受

けたスタッフの不足により、逼迫した状況にあった。

2013年にニコラス・マドゥロ氏が大統領に就任して以来、経営ミス、汚職、原油価格の下落により経済が崩壊

した結果、770万人以上のベネズエラ人が国外へ脱出している。



国外へ逃れた人々の中には、多くの専門医や看護師が含まれていた。

ベネズエラ医師会によると、経済危機が始まって以来、登録医師6万人のうち約3分の1が国外へ去ったと推定

されている。ベネズエラ小児科医協会の理事であるフニアデス・ウルビナ医師は、国外へ去った医師の数は、

世界保健機関（WHO）の基準に基づいて同国が必要とする8万4000人の約半分に相当すると述べた。

ウルビナ氏はさらに、2025年に実施された公立病院の全国調査で、救急用備品の30％以上、手術室用備品の70

％以上が不足していることが明らかになったと付け加えた。検査室については、「事実上すべて閉鎖されてい

るか、基本的な検査しか行っていない」と述べた。

同氏は、今回の地震が「ベネズエラ政府が国民のニーズを満たす適切な医療制度を提供できないことを、改め

て浮き彫りにした」と語った。

現地に残っている医療従事者たちは今、崩壊・陥没したコンクリート構造物による数千件もの重傷者の治療とい

う、圧倒的な課題に直面している。

カラカスにあるホスピタル・デル・オエステ・ホセ・グレゴリオ・エルナンデス病院では、整形外科手術に必要

なネジやプレート、感染症予防用の薬用ガーゼが不足しているとコバ氏は語った。同氏は、地震による被害の可

能性から建物の一部が立ち入り禁止となっているため、仮設の手術室で押しつぶされた四肢の手術を行っている

。医師たちは、必要な医療物資をソーシャルメディアに投稿し、寄付を呼びかけ始めているほどだ。

政府によると、地震により全国で38の病院が損壊、あるいは機能に支障をきたしている。

また、医療従事者の非営利ネットワーク「ベネズエラ医師連合」のハイメ・ロレンソ代表によると、全国的に

救急車が不足しており、多くの負傷したベネズエラ人がピックアップトラックの荷台に乗って病院に運ばれて

いるという。

依然として数千人が行方不明となっており、死者の総数については不透明な状況が続いている。家族たちは、倒

壊した建物のそばで何日も待ち続け、愛する人の遺体が発見されることを願いつつ、苦悩に満ちた不安な日々を

過ごしている。家族が行方不明の愛する人を登録できるある非政府系のデジタルデータベースによると、水曜日

時点で4万600人以上が依然として行方不明となっている。/////

なぜ建物はパンケーキ状に崩れたのか？ 構造上の欠

陥と軟弱地盤がベネズエラ地震の被害を拡大

専門家たちは、建築基準の不十分な施行や危険な地理的条件が、連続地震に伴う建物の倒壊の

要因であると指摘している
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故ベネズエラの指導者ウゴ・チャベスが、社会主義革命の一環として自身の名を冠したこの沿岸住宅団地を

建設した際、住民たちは、10年以上前にこの地域を壊滅させた致命的な洪水の後、新たなスタートを切るこ

とができた。

しかし、先週水曜日に相次いで発生した2回の地震により、1,100戸からなるこの団地の一部が全壊したことを受

け、技術者たちはベネズエラ政府に対し、現在も残っている同様の公営住宅について早急に点検を行うよう強く

求めている。

「アパートのすべてを失いました」と語るのは、2015年から、同名のビーチに近いことから通称「ロス・ココス

」と呼ばれる建物の2階に住んでいたイエルサ・ロハスさんだ。

「2階の住人は全員亡くなったと思います」と彼女は語った。地震が起きた時、彼女は病院での診察中だった

ため、生き延びることができたのだと付け加えた。

技術者や建設の専門家たちは、個々の建物が倒壊した正確な原因を断定するには時期尚早だと述べたが、数十

年にわたる放置、建築基準法の不徹底な施行、そしてチャベス氏とその後継者であるニコラス・マドゥロ氏の

下で行われたずさんな許認可慣行が、この災害による人的被害をさらに深刻化させた可能性が高い。

また、ロス・ココスがある最も被害の甚大なラ・グアイラ州では地盤が不安定であり、建設には特にリスク

の高い場所であることも指摘された。

https://www.scmp.com/author/reuters


行方不明者の捜索にあたるボランティアたち。写真：EPA

救助隊が瓦礫の下に埋もれた人々の捜索を急ぐ中、土木技術者たちは、地震の後も他の建物が依然として脆弱な

状態にあるのではないかと懸念しており、政府がそれらの建物の構造的健全性を確認し、住民が安全に暮らせる

よう支援したいと考えている。これまでのところ、政府は国内の主要な技術者協会と会談を行ったものの、評価

作業には着手しておらず、一部の人々を苛立たせている。

「政府が技術者や大学からの申し出をより迅速に受け入れていないのは犯罪的だ」と、シモン・ボリバル

大学の建築家兼都市計画家であり、国家開発に関して政府に助言を行ってきたエンリケ・ララナガ氏は述

べた。

ベネズエラ通信省はコメントの要請に応じなかった。日曜日、デルシー・ロドリゲス暫定大統領は、被害を受け

た住宅構造物を評価するための委員会を組織すると発表した。評価がいつ開始されるかについては言及しなかっ

た。

政府は、切実に必要とされていた重機や捜索救助隊を早期に投入しなかったことで、すでに批判を受けている。

そのため、災害直後の極めて重要な最初の数日間、住民たちは手やシャベル、ロープを頼りに、自力で親族の安

否確認に奔走せざるを得なかった。

土曜日には、国営テレビが、押しつぶされたレンガやコンクリートを重機が掘り起こす様子を放映した。住民た

ちは、外国の救助隊が遺体の引き揚げを手伝ってくれたと語り、さらなる支援を求めた。

ララナガ氏は、政府が政治的な目的で急いで進めた多くの開発プロジェクトが、長年にわたり安全上のリスクと

なっていることが判明している一方、2013年に始まった経済崩壊の過程で、同国は工学的なノウハウの多くを失

ってしまったと述べた。「政府は、ノウハウを持つ人々に情報や資源へのアクセスを保障すべきだ」と同氏は付

け加えた。



ラ・グアイラで倒壊した建物。写真：ロイター

政府が独自の調査をまだ開始していないため、ボランティアの技術者たちが市民に支援を提供していると、数十

人の専門家を統括する建築家兼土木技師のグレンニス・ゴンザレス氏は語った。同氏のグループによる被害の初

期評価では、多くのケースで建築基準が遵守されていなかったことが示唆されているが、一部の構造物が衝撃に

耐えた一方で、他の構造物が完全に崩壊してしまった理由を特定するためには、さらなる調査が必要だとゴンザ

レス氏は述べた。

ラ・グアイラは、1999年に土石流が沿岸のコミュニティを丸ごと飲み込み、1万人から3万人が死亡した、ベネズ

エラ史上最悪の自然災害の一つが起きた場所でもある。

この地域では険しい山々が狭い海岸地帯へと急勾配で落ち込んでいるため、洪水や土砂崩れは人口密集地を直

撃しやすいと、政府に助言を行う主要な専門家団体であるベネズエラ技術者協会のリチャード・カサノバ会長

は述べた。

同氏はさらに、この地域の地質は土壌が軟弱であるため、今回の連続地震による被害が特に甚大になりやすい

と付け加えた。2023年にトルコとシリアで同様の現象が発生した際、5万人以上が死亡している。

マグニチュード7.2と7.5の地震から5日後の月曜日、ベネズエラ当局は、少なくとも1,719人が死亡、5,034人

が負傷、15,866人が家を失ったことを確認した。行方不明者の登録に向けた市民主導の取り組みでは、5万

人近くの名前が寄せられている。

カラカスのアンドレス・ベジョ・カトリック大学の土木工学教授であるニコラス・ラボプロス氏は、ラ・グアイ

ラが位置する緩い砂、砂利、瓦礫の地盤は、地震波の伝播速度を遅くする一方で、その強度を高め、揺れを増幅

させる可能性があると述べた。



ベネズエラで発生した致命的な二重地震から5日が経過したが、瓦礫の中から今も生存者の救出が続いている

山と海に挟まれたこの地域の土壌は、地震の際にさらに流動性が高まるため、その場所での建設はより危険に

なるとカサノバ氏は述べた。

同氏はさらに、この地域の多くの民間開発物件も倒壊したが、その原因は、こうした地盤の弱点に加え、長年

の腐食や品質管理の不備が複合的に作用したためである可能性が高いと付け加えた。また、1967年の地震後に

政府が建築基準を改定した際、古い建物にはそのような衝撃に耐えられるよう耐震補強が施されていなかった

可能性もあると指摘した。

「その地域に建設することは可能だ」と同氏は述べた。「しかし、厳格な建築基準を確実に遵守しなければなら

ない。過去25年間にわたる政府の建設管理の実態を鑑みると、多くのケースで疑問を抱かざるを得ない」

カサノバ氏によると、1999年のラ・グアイラ大災害の後、政府は建設法や建築基準法を改正した。しかし、ベ

ネズエラの問題は基準そのものではなく、その施行が不十分である点にあると彼は述べた。

チャベス政権は、2012年の大統領選挙を目前に控え、全国で数百万戸の低価格住宅を建設する取り組みの一環

として、「ロス・ココス」のような住宅団地の建設を開始した。

マドゥロ大統領はこのプロジェクトを引き継ぎ、低所得層のベネズエラ人への住宅供給を拡大した。しかし、チ

ャベス氏、そしてマドゥロ大統領が権力を集中させるにつれ、制度は弱体化し、新築工事や既存構造物の維持管

理に対する品質管理も緩んだと、建築家や技術者たちは指摘する。

ゴンザレス氏とカサノバ氏によると、これらの開発プロジェクトは、軍の監督下で、国営機関と中国、トルコ

、ベラルーシの請負業者が共同で迅速に建設したが、情報公開はほとんど行われなかったという。

カサノバ氏によれば、公共建築物におけるより厳格な建築基準の施行が不十分だったことは、民間建設業者に

対し、手抜き工事をしても見逃されるというシグナルを送ることになった。これに対し、チリのような国では

、こうした規則がより厳格に施行されており、死者数は比較的少なくなっている。

2010年にチリで発生したマグニチュード8.8の地震では約525人が死亡したが、この結果は、厳格かつ徹底して施

行された建築基準に広く起因するとされている。対照的に、2010年にハイチで発生したマグニチュード7.0の地

震（チリの地震より規模は小さい）では、数十万人が死亡した。

近年、ベネズエラの公営住宅に関連する手抜き工事や汚職の不正行為について、複数の団体や報道機関が報じ

ている。独立した取材や調査によると、地質学的に危険な地域に建設された建物が複数あり、その中にはひび

割れや水漏れ、その他さまざまな欠陥が見られるものもあった。


